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はじめに 
 

独立行政法人日本芸術文化振興会（以下「振興会」という。）は、文化芸術活動に対す

る援助、伝統芸能の保存・振興、現代舞台芸術の振興・普及を目的として事業を推進して

いるが、社会の変化に対応して文化芸術振興基本法が文化芸術基本法へと改正され、新た

な文化政策が展開されていることに伴い、振興会においても、より幅広く弾力的な事業運

営に取り組んでいる。 

隼町地区の国立劇場本館及び国立演芸場のハードの現状については、国立劇場本館は開

場から54年、国立演芸場は開場から41 年が経過し、劇場施設や舞台機構の老朽化が著し

く、その都度応急的な措置は講じてきたものの、安全性及びサービスの向上の両面から抜

本的な改善が焦眉の急である。一方で、再開場する国立劇場の施設は次の世紀まで及ばん

とするものであることから、伝統芸能の保存・振興を主軸としつつ、振興会の6 劇場（国

立劇場・国立演芸場・国立能楽堂・国立文楽劇場・国立劇場おきなわ・新国立劇場）全体

を俯瞰しつつ次世代の文化施設としての展望を持ち、ナショナルセンターとして幅広い層

からの支持を得られるものとなることが求められる。 

振興会はこれまでに「国立劇場等大規模改修基本構想」を平成26 年7 月に策定し、

「広く開かれた劇場」、「ナショナルセンターとしての機能強化」、「多様化するニーズ

に応えるサービス」、「安全・安心で快適な劇場」、「伝承者養成の充実」を方針として

掲げた。続いてこの基本構想に基づいた「国立劇場等大規模改修基本計画」を、一度の見

直しを経て平成28 年11 月に策定した。しかし、平成29 年の文化芸術基本法の成立により

事業を取り巻く環境に変化が生じ、同年8月、「国立劇場等大規模改修事業の見直しに当

たっての基本的な考え方」が文化庁より示された。その後、振興会ではこの基本的な考え

方に基づき、広く国民から理解を得て進めるために、複数の案について、文化芸術の振

興、経済活性化、都市開発、費用対効果等様々な観点から比較検討を行い、具体的な検討

を進めてきた。 

令和元年10月には、国立劇場の適切かつ効果的な整備手法を検討するため、「国立劇場

再整備に関するプロジェクトチーム※」（以下、PTという。）が設置された。平成26年度

より事業実施に向けて検討を進めてきた「国立劇場等大規模改修事業」の名称について

も、現在の進捗及び整備方針検討の方向性に鑑み、「国立劇場再整備事業」に変更した。 

PTでは、国立劇場の根幹的使命である伝統芸能の伝承と創造が今後も果たされることを

前提としながら、伝統芸能に関する情報発信機能等の強化や、観光振興やまちづくりへの

貢献などを視野に、施設の再整備の方向性について検討が進められ、同年12月には「国立

劇場の再整備の方向性について（中間報告）」（以下、中間報告という。）が示された。 

「国立劇場再整備基本計画」（以下、基本計画という。）は、中間報告を踏まえ、国立

劇場の再整備にむけて、備えるべき機能とその規模、法令上の課題、整備手法等について

とりまとめたものである。 

 
※ 文部科学省、文化庁、日本芸術文化振興会、国土交通省、内閣官房により構成 主宰：文部科学副大臣（文化担当） 
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Ⅰ 基本的な方針 
１．再整備にあたっての機能強化の観点 

あらゆる人々に日本の伝統芸能がもつ魅力を観劇によって伝える劇場として、実演

家・スタッフと観客の双方が、安全で快適かつ効率的に利用でき、作り手の創造力を最

大限に発揮できる機能を有した施設とする。また、伝統芸能に関する情報を発信する場

として、国内外から人々が集い、伝統芸能を通じて人々の交流を生み出す施設とする。 

整備に当たっては、高水準のICT環境を整え、機能強化を図るとともに省エネ化や環

境負荷の低減を図る。施設のデザインには、国内外の人々を迎え入れ、わが国の伝統芸

能を世界に発信する場として、「日本らしさ」を取り入れ、風格・品格を備えた施設と

する。更に、障害者、高齢者、子供連れ、外国人など来場するすべての方が安全で快適

に利用できる高水準のユニバーサルデザインを導入する。  

 

（１）伝統芸能の伝承と創造にかかる機能強化 

（ア）伝統芸能の魅力を適切に表現できる舞台設備 

ユネスコの無形文化遺産である文楽、歌舞伎、雅楽等をはじめ、日本舞踊、邦

楽、声明、民俗芸能、大衆芸能といった日本の多様な伝統芸能の保存・振興のた

め、各芸能が伝承してきた実演様式や舞台美術に適う舞台環境を整備するととも

に、新たな演出や多くの用途にも対応する技術を取り入れた劇場とする。例えば、

プロセニアム等の可変機構の導入により、伝統的な雅楽舞台の再現や、高さのある

大道具を用いた新たな演出が可能となる。 

 

（イ）人材養成にかかる機能強化 

伝統芸能の伝承者及び現代舞台芸術の実演家等の幅広い人材の養成を目的とし

て、多様な課程に対応できる十分なスペースと防音防振性を備えた研修施設を充実

させる。 

 

（２）文化観光拠点としての機能強化 

（ア）展示機能の充実と普及・発信機能の強化 

訪日外国人観光客や若者、子供連れといった新たな観客層に劇場に足を運んでも

らうため、公演のない日でも観劇以外の目的で誰でも利用できる施設を目指し、展

示環境の改善を図るとともに体験型展示プログラムが可能となるような展示機能を

充実させる。加えて、劇場見学専用動線や短時間で芸能の魅力を伝えるイベントス

ペース等を整備し、皇居周辺見学における学校団体の需要や、インバウンド層の観

光需要を取り込み、「敷居が高い」と思われがちな伝統芸能の世界に気軽に触れ、

親しんでもらうきっかけを作り出す。 

 

（イ）カフェ、レストラン、ショップの整備 

現在、配置上の問題から開演時に限定して運営されているレストラン・ショップ

については、再整備後、観劇客だけでなく展示施設等への来場者がいつ来ても利用

できるようにする。 
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（ウ）皇居周辺の文化施設との連携 

皇居外苑、三の丸尚蔵館、東京国立近代美術館等の皇居周辺の文化施設との連携

を深め、国会前庭に整備が予定されている新たな国立公文書館とともに皇居沿いの

文化観光拠点としてその役割を果たす。 

 

（３）周辺地域との調和等 

公的式典で利用されること 、「東京都市計画一団地（霞が関団地）の官公庁施

設」エリア内及び東京都景観計画における「皇居周辺地域の景観誘導区域」内に立

地していること、皇居や最高裁判所に近接していることなどを考慮し、皇居周辺の

緑豊かな環境や景観等とも調和した霞が関団地の性格を損なわない施設とするな

ど、地域の良好なイメージとの調和を図りつつ、持続的な発展に貢献する。 

なお、近接する首都高速道路隼町換気所及び現演芸資料館裏の高架部分等の周辺環

境について、文化観光拠点に相応しい賑わいと景観づくりの観点から国立劇場との

調和を図る。  

 

２．再整備の方向性 

既存施設の大規模改修工事では、プロセニアム等の可変機構や高水準のユニバーサ

ルデザインの導入など、機能強化に対応するのは困難であり、伝統芸能の伝承と創造

の中核的拠点としての機能をさらに強化するとともに、国内外の人々の交流を生み出

す空間とするため、建替えを基本とする。 

また、文化観光拠点といった新たな機能を十分に持たせるためには、振興会として

計画・整備する要素に加え、「国立」の劇場であることを前提としつつ、観客サービ

スや賑わいの創出の観点から、民間事業者からの提案やノウハウに基づく要素を取り

入れることを検討する。 

そのほか、次のような事項についての検討を踏まえる。 

・都市計画上の課題 

・景観に関する課題 

・PPP/PFIの実現可能性（民間事業者から受ける提案の範囲など） 

なお、霞が関団地の性格を損なわない施設とすることに留意しつつ、必要な機能を

有し、長期的視野に立ってコスト抑制が図られる計画とする。 

 

３．再整備スケジュール 

劇場施設や舞台機構は、建設後54年を経過し老朽化が著しく、応急的な補修では劇場

公演や人材育成機能等を損なう事態に陥りかねない状態にあるため、早期に再整備事業

に着手するとともに、再整備後の開場時期は、遅くとも10年後（概ね令和11年度）を目

指す。なお、再整備に伴う休館期間は、実演家の技芸や公演制作の技術等を途切れなく

伝承するため可能な限り短くする。 
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Ⅱ 与条件の整理 
１．敷地の条件 

・事業敷地は、東京都市計画一団地（霞が関団地）の官公庁施設（以下、霞が関一団地

の官公庁施設という。）の区域内にあり、容積率（500％）、建蔽率（50％）、用途

（原則として官公庁施設）について規制を受けている。 

・東京都景観条例により、皇居周辺地域の景観誘導区域、A区域・霞が関地区に該当し

ており、建築物の高さ等について、皇居から国立劇場につながる景観上の考え方を整

理しておく必要がある。 

・地下には、首都高速道路4号線と首都高速道路都心環状線トンネルが埋設されている。 

・敷地の概要は、図表－1のとおり。 

 

 

 

 

 図表－1 

敷地所在地 東京都千代田区隼町4-1 

用途地域の指定 商業地域 

防火地域の指定 防火地域 

その他の地域・地区の指定 なし 

建蔽率 
100％（防火地域、角地） 

→霞が関一団地の官公庁施設：50％ 

容積率 

国道20号線から20ｍまで：700％ 20ｍ以降：500％ 

按分：519.05％ 

→霞が関一団地の官公庁施設：500％ 

現況敷地面積 31,244.52㎡ 

計画敷地面積 31,244.52㎡ 

許容建築面積 
31,244.52㎡  

→霞が関一団地の官公庁施設：15,622.26㎡ 

許容容積対象面積 
162,174.68㎡ 

→霞が関一団地の官公庁施設：156,222.60㎡ 

日影規制 なし 

隣接地の日影規制 国道20号線中心から東側：5/3時間 測定面4ｍ 

斜線制限 
道路斜線：Y＝1.5X（適用距離25ｍ） 

隣地斜線：Y＝31ｍ+2.5X 

前面道路 東側40ｍ（国道20号） 

計画道路 なし 

その他 霞が関一団地の官公庁施設（平成16年3月1日 都告第224号） 
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２．機能強化と必要施設について 

（１）伝統芸能の伝承・創造 

（ア）目的及び事業 

・日本の多様な伝統芸能の保存・振興のため、舞台における公開（公演）により、

実演家、制作者、舞台技術者及び劇場運営者等の演技、演出、技術、専門的知見

等を途切れなく継承する。 

・公開にあたっては、 

-    伝承のままの姿での公開を基本とし、それを次代に引き継ぐとともに、廃絶

された演目・演出の復活や新作にも取り組み、我が国の伝統芸能全体の多様性

を維持・拡充する。 

-   青少年、親子、社会人、障害者、外国人等を含むあらゆる人が、伝統芸能に親

しむ機会を広く提供し、鑑賞者層の拡大並びに今後の伝統芸能の担い手の創出

を図る。 

 

（イ）必要な機能と施設 

ａ）舞台 

・各芸能が伝承してきた演技様式や舞台美術に適した舞台環境を整備する。この

ため、歌舞伎、文楽及び落語をそれぞれ主とする3つの劇場（大劇場・小劇場・

演芸場）を備える。 

・国立の劇場として、最高水準の舞台公演を制作する。このため、最新の技術を

取り入れつつ、古典及び新作の演出に必要な舞台機構を整備する。 

・安全性や効率性、バリアフリーを確保する。このため、最新の技術を活用す

る。 

・実演家及びスタッフが使いやすく公演に集中できる環境を確保する。このた

め、準備から演技までストレスなく移動できる効率的な動線の確保、快適な環

境に配慮した空間構成とする。 

   ・新たな演出や多くの用途にも対応する下記の方策について検討する。 

  ①プロセニアム間口、舞台奥行の拡張 

  ②花道、文楽舟底の自動化 

  ③電動巻上式吊物機構導入 

  ④各劇場楽屋の狭隘化解消  

  ⑤大道具関連施設の拡充と防音対策  

  ⑥稽古場の狭隘化解消及び防音・防振対策  

  ⑦可変式プロセニアムの導入 

 

ｂ）客席・ロビー 

・伝統芸能に適した鑑賞環境を整備する。このため、どの席からも舞台上が十分

見え、見切れを最小限とし、台詞や音楽が自然な音で十分に聞こえる構造とす

る。座席数については現在の数を基本とする。 

・ 多様な来場者が安全・快適に施設を利用し、伝統芸能に親しめるようにする。

このため、適切な座席幅・座席前後幅の設定、高水準のユニバーサルデザイ

ン、託児施設等を実現する。 

・国内外の賓客が安全で快適に公演を鑑賞できるようにする。このため、必要な
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セキュリティレベルを確保する。 

・来場者に対し、充実したアメニティを提供する。このため、来場者ニーズに見

合ったトイレの設置等を行う。 

 

（２）式典・行事・全国大会 

（ア）目的及び事業 

・国会議事堂、官公庁等国の中枢機関が集中するエリアにあり、皇居に近接する国

の施設として、国の式典等の開催に随時対応し、協力を行う。 

・日本舞踊や邦楽等の流派を超えた団体が開催する全国規模の公演や、「文化の甲

子園」とも呼ばれる全国高等学校総合文化祭優秀校東京公演等の会場として、施

設の提供及び技術協力を行う。 

 

（イ）必要な機能と施設 

a）舞台 

・行事の性格に適合した演出に対応する。このため、短期・長期公演と式典等を並行

して準備・撤収可能な舞台空間、多様な演出に応えられる舞台機構を具備する。 

 

b）客席・ロビー 

・国家的式典・行事において、国内外の賓客を安全に迎え入れるにふさわしいセ

キュリティレベルとする。このため、出入り口から貴賓室、舞台、客席までの

専用動線を確保する。 

 

（３） 人材養成 

（ア）目的及び事業 

・振興会による人材養成は、我が国の舞台芸術全体の発展にとって欠くべからざる

機能である。このため、今回の再整備においては、振興会の設置する６劇場の共

通基盤となり、あわせて隼町地区以外の劇場に不足している施設を補完するもの

とする。 

・振興会では、伝統芸能の保存と振興のため、歌舞伎、文楽、能楽、大衆芸能、組

踊の伝承者の養成を実施しており、現役の歌舞伎俳優の1/3以上、歌舞伎音楽竹本

の9割以上、文楽技芸員の半数以上を養成研修修了者が占めるなど、伝統芸能の伝

承において極めて重要な役割を果たしている。今後も長期的な視点に立って各分

野の伝承者を安定的に確保することが求めらている。 

・現代舞台芸術分野では、研修生の今後の飛躍のため、場所の不足により外部の施

設を賃借して研修を行っている環境を改善する。 

・振興会が直接行う養成研修の施設以外にも、施設貸与により若手実演家の技芸向

上に資するため、稽古場等の劇場付属施設を充実する。 

 

（イ）必要な機能と施設 

 ・伝統芸能の伝承者及び現代舞台芸術の実演家等の幅広い人材の養成を行う。この

ため、多様な課程に対応できる十分なスペースと防音防振性を備えた研修施設を

充実させる。  
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（４） 調査研究と資料収集・活用 

（ア）目的及び事業 

・伝統芸能を伝承のままの姿で公開するため、また演出及び演技の向上に資するた

め、伝統芸能に関する調査研究の実施及び資料収集・活用を行う。 

・ 台本、配役表等の公演に関わる資料を保存する。また、公演の演技・演出の記録

として、映像・音声等の公演に関わる一切の記録を作成する。 

・ 調査研究及び資料の収集を行い、その成果を実演家、研究者等の基礎資料として

活用するほか、一般にも公開する。 

・今後は、他機関との連携を強化しつつ、後述する「交流・発信」機能と一体的な

取り組みにより、収集した資料を活用した芸術活動・研究活動の支援を強化する

ほか、一般に向けた公開機能をより強化し、若い世代も含めたすべての国民が伝

統芸能に親しみ学べる場を提供する。 

 

（イ）必要な機能と施設 

ａ）公演記録 

 ・実演家や研究者のためのより高品質な基礎資料を作成する。このため、公演記

録映像を高精細かつ複数アングルで撮影できる設備及び音声録音、写真撮影用

設備を整備する。 

 

ｂ）保存 

・業務の効率化と利用者の利便性向上及び狭隘化によるスペース不足の改善を図

る。このため、館内で分散している資料を集約して保存する。 

・ 将来にわたって適切に資料の保存を行う。このため、長期保存に必要な環境

を、資料の種類別に整備する。 

 

ｃ）公開 

・ 調査研究及び資料収集の成果を公開する。このための資料展示室を整備する。 

・ 作成した映像・音声資料等を実演家、研究者等や一般に公開する。このための

視聴覚室を整備する。 

・ 収集した図書資料を実演家、研究者等や一般に提供する。このための図書閲覧

室を整備する。 

 

（５ ）交流・発信 

（ア）目的及び事業 

・多岐にわたるジャンルの伝統芸能を扱えること、伝統芸能の担い手が集い、交流

する現場そのものであることは他にはない国立劇場の強みである。この２つの条

件を生かし、伝統芸能に親しみ、関心を持つ層の裾野を広げ、鑑賞者層の拡大や

実演家・スタッフ等担い手の創出を促すとともに、国内外に向けて伝統芸能の魅

力を発信する。 

※振興会が事務局を担っている日本博（平成31年～）では、国立各劇場において

体験型プログラムや短時間の観劇等が試みられている。主催事業として振興会

が企画に当たったユネスコ無形文化遺産特別展「体感！日本の伝統芸能」（於
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東京国立博物館表慶館）は、多分野にわたるパイロット事業と位置付けられ

る。 

 

（イ）必要な機能と施設 

a）体験 

・伝統芸能の鑑賞者層の拡大や実演家やスタッフ等担い手の創出を促す。このため、

潜在顧客層が感じている観劇までのハードルを解消して、伝統芸能を「いつでも、

だれでも」、短時間でも理解しやすい内容で体験できる取組みを強化する。 

・現在、伝統芸能情報館を中心に行っている資料展示、公演関連ワークショップや

体験コーナー、観劇団体向け舞台見学等を発展させる。このため、公演日程にか

かわらずいつでも来場でき、「見て・聞いて・触って」伝統芸能を体験できる、

幅広い層、とりわけ青少年、親子、訪日外国人に向けたプログラムを充実させる

スペースを整備する。 

① 劇場ツアー 

・ガラス越しに舞台設営の準備風景等を見学できる、常設の劇場見学専用動線を設

置する。加えて、舞台のセリや廻り舞台等を体験するガイド付きツアーを実施す

る。 

② 短時間で芸能の魅力を伝えるイベント 

・日本の伝統芸能に触れてみたいが、長時間の観劇が困難な親子連れや訪日外国人

を対象に、30分程度の短時間で芸能の魅力に触れられるイベントを実施する。 

加えて、各分野の実演家団体と連携して、若手実演家による実演、全国各地域の

民俗芸能を紹介する実演、伝承者養成に関する公開授業等を実施する。このた

め、様々な切り口から伝統芸能に気軽に触れる機会を提供できるイベントスペー

スを整備する。 

③ 体験型展示及び体験レクチャー 

・体験を通じて伝統芸能に触れてみたいという親子連れや訪日外国人のニーズに応

えるとともに、学校教育と連携し、国会議事堂や皇居周辺見学の一環として、日

本の伝統文化に触れる機会を提供する。このため、見て・聞いて・触って楽しむ

体験型展示及び実演家等による体験レクチャースペースを整備する。   

 

b）レストラン・ショップ 

・「敷居が高い」と思われがちな伝統芸能の世界に気軽に触れ、親しんでもらう

きっかけとする。このため、現在は構造上、観劇客の利用のみに限られているレ

ストラン・ショップを、観劇チケットを持たない一般の来場者がいつ来ても利用

できる施設及び運営方式に改める。 

・具体的な取り組みとして、レストランでは、映像の鑑賞とセットでの食事プラン

等も新たに展開し、食事をきっかけとして伝統芸能に触れる機会を提供するとと

もに、皇居周辺見学における学校団体の需要や、インバウンド層の観光需要、周

辺地域のランチ需要等を取り込む。 

・ショップでは、オリジナルグッズの他に、芝居小道具のレプリカや本物の邦楽器

など、公演や上記の体験プログラムとも連動した商品等を充実させる。 
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c) 交流・来場者サービス 

・観劇以外の目的でも劇場を訪れ、伝統芸能に親しむ機会を提供する。このため、

前庭や共通ロビーなど、チケットを持たなくても入場できるエリア（グランドロ

ビー）を設け、地域交流の場としての機能を付加する。 

・地方への誘客や、地方の文化芸術振興に貢献する。このため、ロビー内の情報

コーナーでは、全国の伝統芸能や、文化施設で行われる催しに関わる情報等を紹

介する。 

・伝統芸能の裾野を拡大する。このため、国立劇場の主催事業として行う各種レク

チャーやワークショップ、公演記録鑑賞会に加え、観劇団体の自主的なレク

チャー等にも対応するため、レクチャー室を拡充する。 

 

（６） 環境保全・地域連携 

（ア）目的及び事業 

・地域との連携を深め、地域の持続的な発展に貢献する。 

・多様な利用者が安全に、かつ安心して利用できる屋外環境を整備する。 

 

（イ）必要な機能と施設 

・振興会は、伝統芸能を上演する劇場として、文化的で落ち着いた地域のイメージ

形成に貢献し、千代田区や町会、地区の環境整備協議会、鉄道会社等との連携の

もと、さくらまつり等のイベントの実施、地下鉄半蔵門駅における、地上階に接

続するエスカレーター・エレベーターの設置や発車メロディの設置への協力を

行ってきている。 

・今後も地域の良好なイメージの継承を図りつつ、地域の持続的な発展に寄与す

る。このため、地域と一体となった環境整備をより一層推進する。具体的には、

地域の交流の場ともなる、チケット不要で利用できるエリアの整備や、駅から劇

場までのアプローチ整備の検討を行う。 

・年齢、障害の有無等にかかわらず、多様な来場者が安全に使用できる施設とす

る。このため、誰もが使用しやすい屋外環境を整備する。具体的には、多くの来

場者は地下鉄駅（半蔵門駅、永田町駅）より徒歩で来場することを踏まえて、敷

地内歩道を整備する。また、車両動線の整備とともに、車椅子利用者向けのス

ペースも含む適切な台数の駐車場を確保する。学校団体や旅行団体等の団体利用

者にも配慮し、大型バスの駐車スペースや待合スペースも適切に確保する。 

 

（７）防災・防犯 

（ア）目的及び事業 

・災害及びセキュリティへの十分な備えを行い観劇客・利用者の安全を確保すると

ともに、災害時には近隣から求められる役割にも配慮する。 

 

（イ）必要な機能と施設 

ａ）防災 

・ 観劇客・利用者が安心して利用できる施設とする。このため、劇場として十分

な耐震性能や防火設備を整備する。 

・ 障害者や親子連れ、高齢者、外国人など様々な観劇客・利用者に配慮した避難
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経路を計画する。 

・災害時、観劇客・利用者に加え、近隣の通勤・通学者に対して身の安全の確保や

帰宅困難者への支援等を含め一時的な退避スペース等を確保する。 

 

ｂ）防犯 

・観劇客・利用者の安全を守る。このため、敷地や場内におけるセキュリティシス

テムを導入する。 

 

３．劇場施設の基本計画 

劇場施設のおよその規模や配置計画の方向性を検討するため、基本的な考え方及び劇

場ごとの整備方針を以下のように整理した。今後さらに検討を深めることとする。 

 

（１）基本的な考え方（建築条件・動線計画） 

・皇居側を国立劇場の正面とする。 

・大劇場、小劇場が並んで皇居側内堀通りに正対できる配置とする。 

・大劇場、小劇場が個々に皇居側内堀通り側に専用ホワイエを設ける。 

・大劇場、小劇場及び演芸場に内部空間で連続し、かつ賑わいと交流の中心となる３

つの劇場が共有できるロビー空間「グランドロビー」が皇居側内堀通り側に配置で

き、敷地西側から来場する人々のために西側にも空間を連続させ、わかりやすい入

口を設ける。 

・国立劇場敷地に隣接する隼町換気所に関して、首都高速道路との連携を図りつつ計

画を進める。 

・南側最高裁判所側に、敷地を東西に抜ける主要車両動線を集約することで、国立劇

場施設全体が一体化し、内部で連続できるようにする。 

・各劇場の諸元については現状を基本として検討する。 

・各劇場の楽屋は、舞台直近に、できる限り舞台レベルに設けつつ地下1階、2階にも

配置することを検討する。 

・皇居側、北西側の半蔵門駅側および南西側の永田町駅側にも車両（タクシー、バ

ス）が寄り付けて、劇場の搬入車両が地上で大劇場、小劇場の舞台に寄り付け、地

下駐車場の入り口にアクセスできるようにする。 

・可能な限り皇居側正面は内堀通りから引きを取り、現在の皇居側景観のような豊か

な外部空間を持たせる。 

 

（２）劇場ごとの整備方針 

（ア）大劇場 

【諸元】 

 〈舞台〉 

・舞台間口：24m 程度とする（現状22.0ｍ）  

・舞台間口高さ：5mから9m程度への可変とする（現状6.3ｍ 舞台間口高さ可変に

伴い客席天井も可変とする機構を装備する） 

・舞台奥行：舞台框から30m 程度とする（現状27.0ｍ） 

・廻り舞台直径：現状と同程度の仕様とする 

・舞台迫り：現状と同程度の仕様とする 
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・すのこ高さ： 25m程度とする（現状19.0ｍ 9mの舞台間口高さに対して必要な緞

帳、暗転幕、一文字幕、大黒幕、ホリゾント幕を見切れなく飛ばせる高さを検討

する） 

・奈落： 9m程度とする（現状6.7ｍ 大迫り乗り込みレベルよりも下部に、大道具

運搬用有効高さが6.4m（21尺）確保できる深さとし、小劇場と共通とする） 

・花道の長さ：現状と同程度の仕様とする 

・客席迫り ：花道収納用迫り、スッポン迫り、前舞台迫り等を設ける 

・楽屋廊下から鳥屋口までを通路にて結ぶ 

 

〈客席〉 

・矩形としてなるべく横に広げない 

・座席幅530mm程度、前後幅950mm程度、縦通路幅950mm程度を基本とする 

 （現状 座席幅500mm、前後幅950mm、縦通路幅820mm） 

・中央ブロックは千鳥配置とする 

・上手、下手に桟敷席（サイドバルコニー席）を設ける 

・横並びは最大12席程度に抑えて見やすく、使いやすい客席となるようにする 

 

（イ）小劇場 

【諸元】 

〈舞台〉 

・舞台間口：現状と同程度の仕様とする  

・舞台間口高さ：5mから7m程度への可変とする（現状5.5ｍ 舞台間口高さ可変に

伴い客席天井も可変とする機構を装備する） 

・舞台奥行：舞台框から22m程度とする（現状19.3ｍ） 

・廻り舞台直径：現状と同程度の仕様とする 

・舞台迫り：現状と同程度の仕様とする 

・すのこ高さ：22m程度とする（現状16.1ｍ 7mの舞台間口高さに対して必要な緞

帳、暗転幕、一文字幕、大黒幕、ホリゾント幕を見切れなく飛ばせる高さを検討

する ） 

・奈落：9m程度とする（現状6.7ｍ 大劇場と共通とする） 

・花道の長さ：現状と同程度の仕様とする 

・客席迫り：花道収納用迫り、スッポン迫り、前舞台迫り、客席迫りを設ける 

・楽屋廊下から鳥屋口までを通路にて結ぶ 

 

〈客席〉 

・客席エリアの幅を広く確保し視距離を縮める 

・座席幅 530mm程度、前後幅 950mm程度、縦通路幅950mm程度を基本とする 

 （現状 座席幅500mm、前後幅950mm、縦通路幅850mm） 

・中央ブロックは千鳥配置とする 

・客席の全面を束立床とし、多様な演目に対応可能な仕様とする 

・横並びは最大12席程度に抑えて見やすく、使いやすい客席となるようにする 
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（ウ）演芸場 

【諸元】 

〈舞台〉 

・舞台間口：現状と同程度の仕様とする  

・舞台間口高さ：5.5m程度とする（現状4.5ｍ） 

・舞台奥行：10m程度とする（現状7.7ｍ） 

・すのこ高さ：13m程度とする（現状11.2ｍ） 

 

〈客席〉 

・客席エリアの幅を広く確保し、視距離は現状同等で確保する 

・座席幅530mm程度、前後幅950mm程度、縦通路幅950mm程度を基本とする 

 （現状 座席幅470mm、前後幅900mm、縦通路幅800mm） 

・中央ブロックは千鳥配置とする 

・上手、下手に桟敷席（サイドバルコニー席）を設ける 

・横並びは最大12席程度に抑えて見やすく、使いやすい客席となるようにする 

 

（３）ブロックプラン 

本計画の現状敷地で想定しているブロックプランは、図表－2のとおり。 

合築で計画している民間施設の配置も含め、種々の課題が確認されている。また、近

接及び関係機関との調整も合わせて、今後熟度を上げていく必要がある。 

 

図表－2 
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４．機能別の規模設定 

「Ⅰ. 基本的な方針」を踏まえ、各機能の規模設定を図表－3の通り設定した。ただ

し、今後さらに詳細な検討が必要である。 

 

 

５．施設計画上及び景観に関する課題の整理 

（１）施設計画上の課題 

社会資本整備審議会からの答申「今後の霞が関地区の整備・活用のあり方」を踏まえ

霞が関地区整備・活用計画（平成20年7月18日国土交通省官庁営繕部決定）が策定され

ている。 

本再整備計画に関連する記載は、 

・国会議事堂、総理大臣官邸及び最高裁判所については、その象徴性を際だたせるよ

う周辺環境の整備を図る。 

・その他の庁舎については、日本の文化を反映し、質実のなかにも信頼感、安定感の

感じられる質の高いものとする。 

以上のように霞が関団地の性格を損なわない施設とすることに留意しつつ、必要な機

能を有し、長期的視野に立ってコスト抑制が図られる計画とする必要がある 。 

また、計画にあたっては、地区全体としての次の世代の利用可能性に配慮した配置計

画とする。 

 

   図表－3 

機能 面積（㎡） 用途  

大劇場・小劇場・演芸場 

舞台                   

舞台 

約12,300 
楽屋 

大道具 

稽古場 

客席  約2,100 

ロビー  約3,800 

調査研究・養成研修施設 

養成研修  約4,500 

調査資料  約800 

収蔵  約1,600 

普及・発信施設 
文化観光拠点の 

中核的機能       

レストラン・売店 

約5,800 

体験型展示 

レクチャー・ワークショップ 

劇場ツアー専用動線 

イベントスペース 

グランドロビー 

管理施設 
事務管理  約5,700 

施設設備  約4,200 

共用施設 共用  約10,600 

  合 計 約51,400 
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（２）景観に関する課題 

地区全体の景観は隣接する地区も含めて調和のとれたものとなるようにする（霞が関

地区整備・活用計画より）。 

社会資本整備審議会答申「今後の霞が関地区の整備・活用のあり方」（平成20年6

月）には「建物頂部の輪郭線は建物相互の関連、皇居、国会議事堂との関係に配慮す

る」と示されている。 

また、東京都景観条例に基づく景観形成基準に基づき、次について配慮が必要となる。 

・内堀通り沿いの建築物として、連続的に変化する眺望に配慮した配置、高さ、形態 

・皇居を中心とするすり鉢状のスカイライン 

・国会議事堂、最高裁判所、桜田門をアイストップとする景観 

・旧美観地区の最高高さについてスカイラインが形成されている桜田通り等では、歴

史性のある街並みを保全・継承 

さらに、千代田区景観まちづくり条例に基づく景観計画にも配慮する。 

 

（３）現有の建築物、植栽の保存の考え方 

既存の国立劇場は、最上部の大庇と校倉造りを模したデザインが特徴となっている。

文化財としての指定や登録は受けていないが、BCS賞（昭和43年）、BELCA賞ロングラ

イフ・ビルディング部門（平成6年）を受賞し、公共建築百選（平成10年）及び

DOCOMOMO Japanのリスト（平成15年）に選定されている。これらの観点から、現

在の施設に関する記録を適切に保存すると共に、新しい施設のデザインに「日本らし

さ」を取り入れ、風格・品格を備えた施設とする。 

また、内堀通りに面している植栽には、記念植樹をされたものを含め、8種類19本の

桜があり、種類によって咲く時期が異なることによって、長い期間観桜できる。千代田

区観光協会とも連携し振興会主催による「国立劇場さくらまつり」が開催され、地域の

方々の楽しみとなっていることなどを踏まえ、東側の植栽には十分に配慮する。 
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Ⅲ PPP/PFIの実現可能性について 

民間事業者のノウハウの活用について、振興会による国立劇場の整備、維持管理・運営

を前提としつつ、観客サービスや賑わいの創出の観点から、民間事業者からの提案やノウ

ハウに基づく要素を取り入れることを目的として、事業手法、事業スキーム及びVFM等

について基本的な考え方を以下のように整理した。今後さらに検討を深めることとする。 

 

１．事業手法及び事業スキーム 

（１）検討にあたっての前提条件 

国立劇場の再整備にあたっては、国立劇場敷地の立地ポテンシャルを活かし、劇場

部分以外の未利用容積を活用し、劇場部分と民間施設を合築することにより、民間事

業者からの提案やノウハウを取り入れるとともに、地代収入等を得ることを前提と

し、付帯事業付きPFI事業で検討する。 

・付帯事業付きPFI事業では、PFI法を適用して、劇場部分と民間施設の整備を一体

的に行い、完成後に劇場部分の所有権を振興会に引渡す。 

・劇場部分の管理運営については、劇場運営を振興会が自ら行い、建物管理及び運

営の一部を民間事業者が行う。 

・民間施設の管理運営は民間事業者が自ら行う。 

 

（２）PFI事業期間 

PFI法では30年が限度であり、本計画では、建物の施設整備段階及び建物完成後20

年間の維持管理期間を合わせた期間を、PFI事業期間として検討する。 

 

（３）地代等の収受方法 

借地権を設定し、民間事業者からその対価として地代等を、一括前払い地代、期間

地代により収受する方法で検討する。 

 

（４）借地権 

定期借地権による一般定期借地権、事業用定期借地権及び建物譲渡特約付借地権の

いずれかとすることで検討する。 

 

（５）貸付期間 

一般定期借地権では70年間、事業用定期借地権及び建物譲渡特約付借地権では30年

間で検討する。 

 

（６）PFIの事業形態 

劇場部分は利用料金により建設・運営コストを回収する形態ではないため、「サー

ビス購入型」で検討する。 

 

（７）施設の所有等の形態 

民間事業者が施設等を建設し、施設完成直後に公共施設等の管理者等に所有権を移転

し、民間事業者が維持・管理及び運営を行う事業方式（BTO方式）として検討する。 
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（８）事業範囲 

施設整備から運営までの間に発生する業務について、PFI事業とした場合の振興会と

事業者の適切な役割分担を行う。 

 

２．PFI導入の可能性 

（１）VFMについて 

現時点でのVFMの算定では、4.28％となっており、事業採算性指標、金融機関指標

についてもPFI事業の成立条件を満たしている。 

 

（２）定性的評価 

本計画をPFI方式で実施することによる定性的な評価として、次のものが挙げられる。 

 

（ア）一括発注による施設整備の効率化 

設計・建設を一括して発注することにより建設期間中におけるコストや品質、工

期に関して民間事業者の有する総合マネジメント能力が発揮され、工期短縮等、効

率的な施設整備を行うことが期待できる。 

 

（イ）ライフサイクルコストを考慮した施設整備 

設計、建設、維持管理・運営までを包括的に民間事業者に委ねるため、長期にわ

たる事業期間を通したライフサイクルコストを考慮した施設整備が可能となる。 

 

（ウ）施設利用者へのサービス向上 

施設利用者へのサービス提供として物販店舗など収益施設を計画しており、収益

施設の運営について民間事業者が実施することにより、集客ノウハウや経営の効率

化、施設の一体的利用等、民間事業者の各種提案や経営ノウハウを活用でき、利用

者のニーズに合った効率的かつ効果的な運営を行うことが可能となることで、施設

利用者へのサービス向上が期待できる。 

 

（エ）リスク分担の明確化による安定した事業運営 

事業期間中に発生が予測されるリスクについて、個々のリスクをより適切にコン

トロールできる主体が負担するようにリスク分担を定め、最も効率的なリスクのコ

ントロールが可能となる。また、計画段階で予めリスク分担を明確にしておくこと

で、問題発生時の適切かつ迅速な対応が可能となる。 

 

（３）総合的評価 

定量的評価及び定性的評価を総合的に評価すると、本計画ではPFI方式の導入可能性

はあると考えられる。 
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Ⅳ 今後の進め方 

１．リスク軽減のための事前調査 

（１）地盤・地質・地下水位 

表土は、厚さ3ｍの砂質粘性土であり、深さ13ｍまではN値10程度のローム、シルト

層で構成されている。 

支持層と考えられるのは深さ約23ｍを超える部分のN値50以上となる細砂、砂礫層

で構成されている。 

地下水位は以前の地盤調査により、GLより約4.6ｍ～6.5ｍの深さとなっている。 

なお、地盤調査のデータが少ないため、実施方針の公表までに、地盤調査を必要数

行って情報開示しリスク軽減を図る。 

 

（２）土壌汚染 

令和元年度に実施した土壌ガス調査（26地点）及び土壌調査（26エリア120地点）

の結果では、いずれも土壌汚染対策の基準値を下回っている。 

 

（３）埋設物・埋蔵文化財 

周知の埋蔵文化財包蔵地に隣接しており、江戸城下にあたる千代田区では、すでに

工事等で地中深く採掘されてしまった部分を除き、どの場所からも十分に遺構が発見

される可能性があるため、試掘調査の必要性について、千代田区と調整を行う等、実

施方針の公表までに整理をしておく。 

 

（４）アスベスト 

アスベスト含有建材の使用状況については、概ね把握できている。 

実施方針の公表時までに、含有量等の詳細調査を行い公表して、リスク軽減を図る。 

 

２．休館中の公演や研修の実施方法 

（１）公演事業 

国立劇場の建替えにあたっては、数年間の休館期間が生じる。 

この間公演を行わなかった場合、実演家の技芸や公演制作及び舞台技術に係る知見

等の継承や、学校団体等の活動に支障をきたすことから、休館期間中にも可能な限り

公演事業を継続させることが必要である。 

公演事業を継続するための代替案として、次のようなことが考えられる。 

・振興会の所有する各劇場（新国立劇場、国立能楽堂、国立文楽劇場）の使用を優

先的に検討する。 

・都内の文化施設での公演実施を検討する。 

・各地の文化施設等での地方公演の実施を検討する。 

・所作台・平台・引き枠等の基本的な舞台関係備品や多くの定式道具は再開場後に

再利用が可能なため、休館期間中も保管することが考えられる。その場合は、保

管方法及び保管場所の検討が必要である。 

また、公演制作及び関連業務を行うための事務所が別途必要であり、事務所または

代替劇場の中に過去の公演記録等の資料にすぐにアクセスできる環境を整備する必要

がある。 
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公演数が減少する期間を活用して、全国にスタッフを派遣し、相互に技術交流を図

ることも考えられる。 

 

（２）養成研修事業 

国立劇場における伝承者養成は伝統芸能の根幹を支えていることから、休館期間中

にも可能な限り養成研修事業を継続し、滞りなく伝承者を輩出することが望ましい。 

そのためには、現在養成研修棟として使用している分室の機能を可能な限り保持し

事業継続を図ることを検討しつつ、敷地内で事業を行えない期間の代替施設を確保す

る必要がある。代替施設の案として外部施設の借用、仮設研修所の設置が考えられ

る。 

・振興会所有の他施設の活用 

・仮設研修所の設置 

・敷地内に設置する場合、設置場所の候補としては、現在の第二駐車場（敷地北西

角）が考えられるが、工事に伴う騒音・振動の発生等が見込まれる中で研修の実

施が可能かなどについて、検討する必要がある。 

 

（３）業務の継続性 

国立演芸場、事務棟については、可能な限り機能を保持し、大衆芸能等の公演の継

続や、事務部門の業務の継続について配慮した計画とする。 

 

3．留意点とスケジュール 

（１）企画段階での留意点 

劇場施設は、舞台機構、舞台設備など特殊な施設・設備を備える施設である。 

このため、PFI等により包括発注とした場合に、民間事業者による創意工夫の発

揮、競争性担保の観点から、維持管理業務や運営業務を民間の業務範囲に含めるかに

ついて検討する。 

高さ・景観への配慮、地下構造物との干渉についての検討、建造物としての検証等

について、確認、整理しておく。 

民間施設の合築については、劇場部分にできる限り負担をかけないように工夫する。 

劇場の上部に民間施設を配置するためには、メガストラクチャー 等の特殊な構法の

採用によるコストの増加などが見込まれるため、計画段階で十分検討しておく。 

 

（２）PFI事業実施プロセス時の留意点 

PFI事業の実施方針の公表後、民間事業者等からの意見を受け付け、必要に応じ特

定事業の選定・民間事業者の募集に反映し、リスクを軽減させることを検討する。 

実施方針の公表後の市場調査、民間事業者等からの提案や意見を踏まえ、特定事業

の選定までに当該実施方針の内容（事業内容、リスク分担のあり方等）を見直し、必

要に応じて、実施方針の変更を行う。 

企画段階でのVFMは4.28％と報告されている。今後、特定事業評価、事業者選定の各

段階においてVFMを試算し、事業のスキームについて検討を深めつつ、改善を図る。 

また、振興会において劇場機能の質の確保と向上について特に重視するため、その

計画項目については、具体的な図を作成して、熟度の高い提案を期待し、事業者側の

リスクの低減と国立劇場の品質の確保を目指す。 



                           

19 

 

（３）募集・選定時の留意点 

事業者選定にあたっては、国立劇場としての品格が保たれるよう、提案内容による

競争を重視して、過度な価格競争にならないように留意する。 

このため、提案内容と入札価格のどちらを重視するかを踏まえて、発注方式（総合

評価落札方式、プロポーザル方式）、評価方法（加算方式、除算方式）、評価配点、

審査員の構成等を検討する。 

 

（４）運営時の留意点 

省エネ及びライフサイクルコスト等について検証し、長期間にわたってクオリティ

を維持向上しつつ、運営コストの抑制について十分に配慮する。 

民間施設については、借地権期間の質の確保や借地権が終了後の状態等について、

詳細に検討を行う。 

 

（５）スケジュール 

著しい老朽化対応のため早急に再整備に着手し、劇場の休業期間を可能な限り短縮

できるように努め、劇場開場時期は遅くても令和11年度を目指す。 


